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県内経済雇用情勢について 

 

産 業 政 策 課 

 

１ 概 況 

  県内経済は、個人消費は基調としては堅調に推移し、製造業は生産の緩やかな回復が 

 続いており、雇用も、４月の有効求人倍率が１.００倍と、高水準で推移している。 

 

２ 県内経済動向調査結果（平成２７年４月分） 

（１）製 造 業 

一部にやや弱含みの動きがみられるものの、電気機械などを中心に生産の緩やか

な回復が続いている。 

○ 電 気 機 械 ··· 車載向けやスマートフォン関連製品を中心に生産の回復が続い 

 ている。 

○ 輸 送 機 械 ··· 一部企業の生産の海外シフトにより前年同月を下回っている 

ものの、底堅く推移している。 

○ 木材･木製品 ··· 一部に駆け込み需要の反動減による影響がみられる。 

（２）建 設 業 

公共投資は２か月連続で前年同月を下回っている。 

   ※住宅着工戸数（４月） 

     住宅着工戸数は全体で３２８戸（前年同月比７．６％減）となっている。 

（３）小 売 業 

基調としては堅調に推移している。 

 ○ 飲 食 料 品 ··· 総じて堅調に推移している。 

 ○ 家 電 品 ··· 消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動がみられた前年 

同月を上回っている。 

※新車登録台数（４月） 

  新車登録台数は全体で３，５８１台（前年同月比６．８％減）となっている。     

（４）サービス業 

  基調としては堅調に推移している。 

○ 旅館･ホテル ··· 一部で宴会部門等に落ち込みがみられ、前年同月を下回っ 

ている。  

○ 運 輸 ··· 総じて堅調に推移している。
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現金給与総額（各年 3月） 

有効求人倍率の推移 倒産件数の推移 

資料：(株)東京商工リサーチ「秋田県企業倒産状況」 

鉱工業生産指数の推移（季節調整済：H22=100） 

資料：秋田県調査統計課「秋田県鉱工業生産指数」 

 

秋田市の消費支出の推移（H22=100） 

資料：総務省「家計調査」 

秋田市消費者物価指数の推移（H22=100） 

資料：総務省「消費者物価指数」 資料：秋田県調査統計課「毎月勤労統計調査」 

資料：秋田労働局「新規高校卒業者職業紹介状況」 
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緊
急
的
な
経
済
・
雇
用
対
策
の
効
果
に
つ
い
て

１
金
融
対
策
・
資
金
対
策
の
強
化
３
，
９
１
６
億
円

《
企
業
倒
産
及
び
離
職
者
の
発
生
を
減
少
さ
せ
る
効
果
》

➢
対
策
実
施
前
に
比
べ
、
実
施
後
６
年
間
の
１
２
か
月
平
均
で
企
業
倒
産
が
５
３
件
、
離
職
者
数
が
６
８
０
人
減
少

○
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
後
の
急
激
な
経
済
状
況
の
悪
化
に
よ
り
、
倒
産
件
数
の
大
幅
な
増
加
が
懸
念
さ
れ
た
が
、
対
策
実
施
前
（直
近
１
２
か
月
）
に

比
べ
、
実
施
後
は
年
平
均
で
５
３
件
減
少
し
て
い
る
ほ
か
、
離
職
者
数
も
年
平
均
で
６
８
０
人
の
減
少
と
な
っ
て
い
る
。

○
全
国
の
推
移
と
比
べ
て
も
、
本
県
の
倒
産
件
数
は
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く
抑
え
ら
れ
て
お
り
、
経
営
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定
資
金
等
に
よ
る
低
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な
資
金
供
給
や
震
災
後
速
や
か
に

創
設
し
た
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
復
旧
支
援
資
金
が
、
倒
産
の
抑
制
等
に
一
定
の
効
果
を
上
げ
た
も
の
と
捉
え
ら
れ
る
。

２
新
規
高
卒
者
等
の
県
内
就
職
促
進

８
億
円

《
新
規
高
卒
者
の
県
内
就
職
を
促
進
す
る
効
果
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➢
Ｈ
２
１
．
３
卒
と
比
較
し
て
、
就
職
者
数
６
０
人
、
就
職
決
定
率
１
．
５
ポ
イ
ン
ト
、
県
内
就
職
率
１
０
．
１
ポ
イ
ン
ト
増
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○
新
規
高
卒
者
の
就
職
決
定
率
、
県
内
就
職
率
等
が
向
上
し
て
お
り
、
県
内
高
校
等
に
配
置
さ
れ
た
就
職
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援
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に
よ
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マ
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や
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就
職
面
接
会
の
開
催
な
ど
の
取
組
が
県
内
就
職
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促
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効
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あ
っ
た
と
推
測
さ
れ
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。

○
ま
た
、
小
規
模
事
業
所
（
２
９
人
以
下
事
業
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の
求
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も
増
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て
お
り
、
商
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０
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融
対
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対
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す
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。
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２
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６
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８
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緊
急
雇
用
創
出
等
臨
時
対
策
基
金
事
業

企
業
支
援
に
よ
る
雇
用
の
創
出

(農
林
漁
業
の
６
次
産
業
化
拠
点
施
設
整
備
事

業
な
ど
）

～
２
年
間
の
短
期
集
中
的
な
経
済
・
雇
用
対
策
に
つ
い
て
～

県
独
自
の
離
職
者
対
策
の
実
施
や
、
国
の
基
金
事
業
の
活
用
等
に

よ
り
、
５
，
５
７
１
人
の
新
規
雇
用
創
出
等
が
図
ら
れ
、
有
効
求
人
倍
率

も
改
善
傾
向
に
あ
る
。
【
H
2
4
.1
0
～
H
2
6
.9
】

雇
用
創
出「
５
，
５
７
１
人
」

【
有
効
求

人
倍
率
（

季
節
調

整
値
）
】

平
成
2
4
年
1
0
月
「
０
．
６
９
」

平
成
2
7
年

4
月
「
１
．
０
０
」

（
+
0
.
3
1
p
t
）

【
正

社
員
の

有
効
求
人

倍
率

（
原

数
値
）
】

平
成
2
4
年
1
0
月
「
０
．
３
７
」

平
成
2
7
年

4
月
「
０
．
５
４
」

（
+
0
.
1
7
p
t
）

【
新
規
雇

用
者
数
】

計
画
「
約
５
，
０
０
０
人
」

産
業
政
策
課

産
業

連
関

表
に

よ
る

経
済

波
及

効
果

の
推

計
単

位
：
億

円

1
,6

3
1

4
,7

9
5

2
,4

1
8

公
共

事
業

1
,3

8
5

2
,1

6
9

1
,0

9
8

県
有

施
設

修
繕

1
2
4

1
9
3

9
8

住
宅

リ
フ

ォ
ー

ム
支

援
8
4

1
,9

1
9

9
6
5

そ
の

他
3
8

5
1
4

2
5
7

1
1
1

2
6
3

1
3
7

1
,7

4
2

5
,0

5
8

2
,5

5
5

生
産

誘
発

額
部

 門
 別

予
　

算

建
設

部
門

非
建

設
部

門

計

粗
付

加
価

値
誘

発
額

3



 



                                          

 ①
相
談
機
能

派
遣

②
中的

③
事
業
承
継

 
 を【

④
中
小
企
業

基
本

的
施

策

 ①
海
外
展
開
支
援

へ
の

に
よ
る

韓
国

②
県
産
品

【
秋
田

基
本

的
施

策

①
製
品

試
作

【

②
地
域
中
核
企
業

【

③
産
学
官
連
携

発
費

基
本

的
施

策

相
談
機
能
の
強
化

商
工
団
体
や
あ
き
た

派
遣
を
実
施
。
【

中
小
企
業
支
援

企
業
連
携
・

的
に
実
施
。
【

事
業
承
継
の
推
進

 
 
秋
田
商
工
会
議
所

を
行
っ
た
ほ
か

【
推
進
員
の
企
業
訪
問

中
小
企
業
へ
の

中
小
企
業
の

基
本

的
施

策
１

海
外
展
開
支
援

タ
イ
に
経
済

へ
の
出
展
、
海
外
事
務
所
等

に
よ
る
支
援
施
策
等

韓
国
（
２
社
）
】

県
産
品
の
販
路
開
拓

中
間
流
通
業
者

秋
田
ま
る
ご
と

基
本

的
施

策
２

製
品
開
発
等
の

新
規
性
の
高

試
作
品
等
の
開
発

【
補
助
件
数
：

地
域
中
核
企
業

地
域
の
リ
ー
ダ
ー
と
な
る

【
認
定
件
数
：

産
学
官
連
携
の

産
学
官
連
携

発
費
の
助
成
等

基
本

的
施

策
３

中
小

企
業

振
興

条
例

強
化
 

や
あ
き
た
企
業
活
性
化

。
【
専
門
家
派
遣

小
企
業
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

・
集
中
支
援

【
企
業
連
携
Ｗ
Ｇ
：

推
進
 

秋
田
商
工
会
議
所
・
県
商
工
会
連
合
会

っ
た
ほ
か
、
事
業
引
継

企
業
訪
問
：

へ
の
資
金
繰
り

の
設
備
・
運
転
資
金

１
 

経
営

基
盤

海
外
展
開
支
援
 

経
済
・
観
光
交
流
連
絡

海
外
事
務
所
等

支
援
施
策
等
の
情
報

）
】
【
海
外
事
務
所
等
開
設
支
援

販
路
開
拓
 

中
間
流
通
業
者
の
営
業
力

ま
る
ご
と
売
り
込
み

２
 

新
た

な

の
支
援
 

高
い
意
欲
的

開
発
を
支
援

：
４
６
件
（

地
域
中
核
企
業
の
育
成
 

の
リ
ー
ダ
ー
と
な
る

：
１
０
件
】

の
促
進
 

産
学
官
連
携
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

助
成
等
を
通
じ
て

３
 

企
業

競
争

力

中
小

企
業

振
興

条
例

主
な

取
組

状
況

企
業
活
性
化
セ
ン
タ
ー

専
門
家
派
遣
実
績
：

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
よ
る

集
中
支
援
・
事
業
承
継

Ｗ
Ｇ
：
４
回

県
商
工
会
連
合
会

事
業
引
継
ぎ
支
援
セ
ン
タ
ー
と

：
1
,9

6
4
社
・

り
支
援
 

運
転
資
金
に
係

経
営

基
盤

の
強

化
 
 

観
光
交
流
連
絡
デ
ス
ク

海
外
事
務
所
等
の
開
設
を

情
報
提
供
）
【

海
外
事
務
所
等
開
設
支
援

営
業
力
ス
キ
ル
ア
ッ
プ

み
ﾓ
ﾃ
ﾞ
ﾙ
事
業
：

た
な
市

場
開

拓
等

意
欲
的
な
取
組
を
行

支
援
。

 

（
製
造
業
：
３
０

 

の
リ
ー
ダ
ー
と
な
る
中
核
企
業
候
補

】
 

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

(

じ
て
、
新
技
術
や

企
業

競
争

力
の

強
化

中
小

企
業

振
興

条
例

の
推
進

取
組

状
況

 

セ
ン
タ
ー
等

：
1
,2

6
6
件

  

に
よ
る
支
援
（
県

事
業
承
継
の
各
ワ
ー
キ

回
】
【
集
中
支
援

県
商
工
会
連
合
会
に
事
業
承
継
相
談
推
進
員

セ
ン
タ
ー
と

・
相
談
企
業
数

係
る
低
利
な

 
 
主

な
取

組
状
況

デ
ス
ク
を
開
設

を
支
援
。
（
「

【
海
外
展
示
会
等

海
外
事
務
所
等
開
設
支
援
：
３

ス
キ
ル
ア
ッ
プ
支
援

：
４
社
】
【
県

市
場

開
拓

等
 

主
な

取
組
状

況

行
う
企
業
を

３
０
件
、
非
製
造
業

中
核
企
業
候
補
を
認
定

(２
人

)を
配
置

や
新
製
品
の

強
化
 

主
な

取
組
状

況

推
進

 

平
成 

等
と
連
携
し
た

  (H
2
5
：

1
,0

8
6

県
・
商
工
団
体

ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
に
よ
り

集
中
支
援
Ｗ
Ｇ
：
２

事
業
承
継
相
談
推
進
員

セ
ン
タ
ー
と
連
携
し
た
き
め

相
談
企
業
数
：

3
0
3
社

な
制
度
融
資
を

取
組

状
況

 

 

開
設
し
た
ほ
か
、

「
あ
き
た
海
外
展
開
支
援

海
外
展
示
会
等
出
展
支
援

３
社
（
台
湾
、

支
援
、
商
談
会
な
ど
の
プ
ロ
モ
ー

県
食
材
等
ﾏ
ｯ
ﾁ
ﾝ
ｸ
ﾞ

取
組
状

況
   

を
「
が
ん
ば
る

非
製
造
業
：
１
６

認
定
し
、
経
営
戦
略

配
置
し
、
大
学
等

の
開
発
を
支
援

取
組
状

況
 

①
全
戸
配
布
広
報
紙

②
「
中
小
企
業
月
間

③
中
小
企
業

平
成

２
６

年
度

秋
田

県
中

小
企

業
振

興
条

例
関

連
施

策

し
た
各
種
相
談
対
応

1
,0

8
6
件
）
】

商
工
団
体
・
金
融
機
関
等

ン
グ
グ
ル
ー
プ
に
よ
り

２
回
（
支
援
企
業

事
業
承
継
相
談
推
進
員
（
５

き
め
細
か
な

社
】【

事
業
引
継

を
斡
旋
。
【

、
県
内
企
業

海
外
展
開
支
援

出
展
支
援
：
中
国
（

、
タ
イ
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

な
ど
の
プ
ロ
モ
ー

ﾏ
ｯ
ﾁ
ﾝ
ｸ
ﾞ
商
談
会

が
ん
ば
る
中
小
企
業

１
６
件
）
】

経
営
戦
略
の
策
定
等

大
学
等
と
の
橋
渡

支
援
。
 

全
戸
配
布
広
報
紙
や

中
小
企
業
月
間
」
（

中
小
企
業
振
興
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

年
度

秋
田

県
中

小
企

業
振

興
条

例
関

連
施

策

各
種
相
談
対
応
や
専
門
家

）
】

 

金
融
機
関
等
で
構
成

ン
グ
グ
ル
ー
プ
に
よ
り
中
小
企
業

支
援
企
業
６
社
）

５
人
）
を
配
置

か
な
相
談
体
制

事
業
引
継
ぎ
支
援
セ
ン
タ
ー

。
【
新
規
融
資
：

県
内
企
業
の
海
外
展
示
会
等

海
外
展
開
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

（
３
社
）
、

 

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

な
ど
の
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン

商
談
会
：
８
２
社

中
小
企
業
」
に
認
定

）
】

 策
定
等
を
集
中
的

橋
渡
し
や
マ
ッ
チ
ン
グ
を

や
新
聞
、
条
例

」
（
７
月
下
旬

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

年
度

秋
田

県
中

小
企

業
振

興
条

例
関

連
施

策

専
門
家

 

構
成
）
 

中
小
企
業
の
ト
ー
タ
ル
サ
ポ
ー
ト
を

）
】
【
事
業
承
継

配
置
し
、
相
談
案
件

相
談
体
制
を
構
築
。

 

セ
ン
タ
ー
相
談
企
業
数

：
2
,0

5
5
件

海
外
展
示
会
等

 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」

 

 

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
）
】

 

シ
ョ
ン
活
動
を
実
施

社
参
加
、
商
談
成
立

認
定
し
、

 

集
中
的
に
支
援

し
や
マ
ッ
チ
ン
グ
を
行

条
例
パ
ン
フ
レ
ッ
ト

月
下
旬
～
８
月
下
旬

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
(
４
人
)事

業

が
ん

ば
る

開
発 県

年
度

秋
田

県
中

小
企

業
振

興
条

例
関

連
施

策

ト
ー
タ
ル
サ
ポ
ー
ト
を

事
業
承
継
Ｗ
Ｇ
：
９

相
談
案
件
の
掘

 相
談
企
業
数
：

件
2
8
,9

8
6
百
万
円

実
施
。

 

商
談
成
立
６
４

支
援
。

 

行
っ
た
ほ
か

パ
ン
フ
レ
ッ
ト
に
よ
る

月
下
旬
）
に
お
い
て

)
の
企
業
訪
問

事
業
引

継
ぎ
支

援

が
ん

ば
る

中
小

企
業

応
援

事
業

開
発

し
た

燃
料

電
池

車
用

金
型

県
食

材
等

マ
ッ

チ
ン

グ

年
度

秋
田

県
中

小
企

業
振

興
条

例
関

連
施

策

ト
ー
タ
ル
サ
ポ
ー
ト
を
継
続

９
回
】

 

掘
り
起
こ
し

：
2
8
1
社
】 

百
万
円
】

 

６
４
件
】

 

ほ
か
、
研
究
開

に
よ
る
Ｐ
Ｒ
、
出
前
講
座
等

に
お
い
て
、
県
内
８
カ

企
業
訪
問
に
よ
る
条
例

支
援
セ

ン
タ

ー
 

中
小

企
業

応
援

事
業
で

 

燃
料

電
池

車
用

金
型

 

マ
ッ

チ
ン

グ
商

談
会

 

 

 

年
度

秋
田

県
中

小
企

業
振

興
条

例
関

連
施

策

 

①
地
域
資
源

あ
き
た

【
あ
き
た

②
起
業起
業

【
起
業
塾

③
新
エ
ネ
ル
ギ
ー

 
 
新

【
風
力
発
電
等

 

基
本

的
施

策

①
新
た
な

地
域
資
源

 
【
提
案
型
地
域
産
業

②
伝
統産

【
伝
統
的
工
芸
品
等
振
興
補
助
事
業

③
商
業先

駆
的

【
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク

【
秋
田
県
商
業
者

基
本

的
施

策

   ①
も
の
づ
く
り

産
業
技
術

修
（

【
初
級

②
若
年
者

高
校

【
職
場
見
学
会
参
加
者
数

③
建
設
業
若
手
技
術
者

 
 
建
設
業

 
 
【
技
術
者
研
修

④
Ａ
タ
ー
ン

 
 
Ａ

基
本

的
施

策

出
前
講
座
等
の

８
カ
所
で
普
及
啓
発

条
例
や
関
連
施
策

 

年
度

秋
田

県
中

小
企

業
振

興
条

例
関

連
施

策

地
域
資
源
を
活
用

あ
き
た
企
業
応
援

あ
き
た
企
業
応
援

起
業
の
促
進
 

起
業
塾
の
開
催

起
業
塾
の
開
催

エ
ネ
ル
ギ
ー

新
エ
ネ
ル
ギ
ー

風
力
発
電
等

基
本

的
施

策
４

 
 

た
な
地
域
産
業

地
域
資
源
を

提
案
型
地
域
産
業

伝
統
的
工
芸
品

産
地
組
合
等

伝
統
的
工
芸
品
等
振
興
補
助
事
業

商
業
活
動
の
活
性
化

先
駆
的
な
活
動

フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク

秋
田
県
商
業
者

基
本

的
施

策
５

も
の
づ
く
り
人
材

産
業
技
術
セ
ン
タ
ー
で

（
5
日
間
）
を

初
級
コ
ー
ス

若
年
者
の
職
業
観

高
校
１
年
生

職
場
見
学
会
参
加
者
数

建
設
業
若
手
技
術
者

建
設
業
の
若
手
技
術
者

技
術
者
研
修

タ
ー
ン
人
材

Ａ
タ
ー
ン
プ
ラ
ザ

基
本

的
施

策
６

 

の
実
施
 

普
及
啓
発
イ
ベ
ン
ト

関
連
施
策
の
普
及
啓
発
等

年
度

秋
田

県
中

小
企

業
振

興
条

例
関

連
施

策
の

実
施

状
況

活
用
し
た
新
商
品
開
発

企
業
応
援
フ
ァ
ン
ド
を

企
業
応
援
フ
ァ
ン
ド

開
催
、
起
業
等

開
催
：
９
カ
所

エ
ネ
ル
ギ
ー
産
業
へ
の
参
入
支
援

エ
ネ
ル
ギ
ー
産
業
へ
の

風
力
発
電
等
メ
ン
テ
ナ
ン
ス

 
 
新

た
な
事

業

地
域
産
業
の
創
出
 

を
活
用
し
て
新

提
案
型
地
域
産
業
パ
ワ
ー
ア
ッ
プ

工
芸
品
の
振
興
 

地
組
合
等
が
行
う
伝
統

伝
統
的
工
芸
品
等
振
興
補
助
事
業

活
性
化
 

活
動
を
し
て
い
る

フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
サ
イ
ト

秋
田
県
商
業
者
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り
フ
ォ
ー
ラ
ム
の

５
 

地
域

の
特

性

人
材
の
育
成
 

セ
ン
タ
ー
で
３

を
実
施
。
 

：
１
２
人
、

職
業
観
・
勤
労
観

を
対
象
と
し
た

職
場
見
学
会
参
加
者
数
：

建
設
業
若
手
技
術
者
の
育
成

若
手
技
術
者
を

技
術
者
研
修
：
参
加
者
３
３

人
材
の
確
保
 

プ
ラ
ザ
(
東
京

 
人

材
の
育

成
及

イ
ベ
ン
ト
を
実
施

普
及
啓
発
等
 
（

実
施

状
況

新
商
品
開
発
等

フ
ァ
ン
ド
を
活
用

フ
ァ
ン
ド
：
３
４

等
に
要
す
る

所
、
１
１
回

参
入
支
援
 

へ
の
参
入
を
目
指

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
技
術
者
養
成
補
助
金

事
業

の
創

出

 新
た
な
地
域
産
業

パ
ワ
ー
ア
ッ
プ
事
業

伝
統
的
工
芸
品
等

伝
統
的
工
芸
品
等
振
興
補
助
事
業
：

を
し
て
い
る
商
業
者

サ
イ
ト
の
開
設
に
よ
る

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り
フ
ォ
ー
ラ
ム
の

特
性

に
応

じ
た

 ３
次
元
Ｃ
Ａ
Ｄ

 、
中
級
コ
ー
ス

勤
労
観
の
醸
成
 

と
し
た
企
業
見
学
会

：
1
,
8
1
2
人
(
3
3

育
成
 

を
対
象
と
す
る

３
３
人
】
【
建
設
機
械

東
京
)
に
Ａ
タ
ー
ン

育
成

及
び

確
保

実
施
（
参
加
者
数

（
延
べ
８
１
２

実
施

状
況

に
つ

い
て

等
の
支

援
 

活
用
し
て

製
品
の

３
４
件
（

Ｈ
２
５

す
る
人
件

費
・
初
期
投

資
費
用
等

回
、
受

講
者
延

目
指
す

中
小
企
業

技
術
者
養
成

補
助
金

 
主

な
取

組
状

況

地
域
産
業

の
創
出

事
業
：

大
仙
市

工
芸
品
等
の

ブ
ラ
ン
ド

：
(支

援
工
芸
品

商
業
者
の
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク

に
よ
る

情
報
発
信

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

づ
く
り
フ

ォ
ー
ラ
ム
の

じ
た

事
業

活
動

Ｃ
Ａ
Ｄ
機
器
を
活
用

コ
ー
ス
：

１
０
人

企
業
見
学
会
を

開
催

(
3
3
校
)
、
見
学
企
業

数

と
す
る
技
術

力
の

建
設
機

械
運
転
技
能

研
修

タ
ー
ン
促
進

専
門

確
保

 
主

な
取
組

状
況

参
加
者
数
：

約
３

べ
８
１
２
企

業
を
訪
問

に
つ

い
て

   

の
開
発
費
用

２
５
：
２
７
件

初
期
投
資
費
用
等

受
講
者
延
べ
１
９
３

中
小
企
業
を
支
援

技
術
者
養
成
補
助
金
：
２
社
】
【

取
組
状

況
   

創
出
に
取
り
組

大
仙
市
（
花
火
産
業
創
出
事
業

の
ブ
ラ
ン
ド
化
へ
の

支
援
工
芸
品

) 
川
連
漆
器

の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
を

情
報
発
信
】

   

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り
フ
ォ
ー
ラ
ム
の
開
催

事
業

活
動
の

促
進

 

活
用
し
た
輸
送
機
産
業

人
、
上
級
コ
ー
ス

開
催
。
 

見
学
企
業
数
：

の
向
上
と
資
格
取
得

運
転
技
能
研
修

専
門
員
を
配
置

 

取
組

状
況

３
，
０
０
０
人

訪
問
）
 

開
発

費
用
や
設
備

導
入

件
）
】

 

初
期

投
資
費
用
等

を
支
援

１
９
３
人
】
【

起
業
支
援
事

業

支
援
。

 

】
【
風
力

発
電

組
む
市
町

村
等

花
火
産
業
創
出

事
業

へ
の
取
組

や
新
商
品

川
連
漆
器
、

大
館
曲

を
図
り

、
相
互
交
流

開
催
：
鹿
角

市
、

 
主
な

取
組

状
況

輸
送
機
産

業
の

コ
ー
ス
：

９
人

：
延
べ

1
4
0
社

資
格
取
得

に
向

運
転
技

能
研
修
：
参

加
者

配
置
し
、
希

望
者

人
）
 設
備
導
入
を
支
援
。

支
援
。

 

起
業
支
援
事
業
：

風
力
発
電
メ
ン
テ
ナ
ン
ス

市
町
村
等
を
支
援
。

花
火
産
業
創
出
事
業
）
】

 

新
商
品
の
開
発
等

大
館
曲
げ
わ
っ
ぱ

相
互
交
流
に
よ
る

、
に
か
ほ
市

取
組

状
況
 

の
設
計
研
 

人
】
 

社
】
 

向
け
た
研
修
会

参
加
者
１
８
人
】
 

希
望
者
へ
の
相
談
対
応

。
 ：
採
択

１
１

メ
ン

テ
ナ
ン
ス
事

業
者
研
修
会

。
 

開
発
等
を

支
援

。

げ
わ
っ
ぱ
】

 

に
よ
る
商
業

活
動

市
、
大

仙
市
】

研
修
会
を

実
施
。

 

相
談
対
応
・
情
報
提
供

等

全
国
花
火

競
技
大
会

産
業

技
術

セ
ン
タ
ー

で
の

産
 

１
１
件
】

 

事
業
者
研
修
会
：
３

。
 

商
業
活
動
の
活
性
化

】
 

。
 

情
報
提
供
等
を

全
国
花
火

競
技
大
会

（
大
仙

市

起
業

塾
の
開

催

セ
ン
タ
ー

で
の
設

計
研
修
会

 
業
 
政
 
策
 ３

回
】

 

化
を
支
援

を
実
施
。
 

 

大
仙

市
）

 

開
催

 

 
設

計
研
修
会

 

 
課
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 ○
 
商
工
団
体
な
ど
各
支
援
機
関
と
の
連
携
の
も
と
、
前
年
度
を
上
回
る
専
門
家
派
遣
事
業
な
ど
を
実
施

 

し
、
経
営
相
談
機
能
の
充
実
を
図
っ
た
ほ
か
、
低
利
な
融
資
制
度
に
よ
る
資
金
繰
り
支
援
を
行
い
、
中
小

 

企
業
の
経
営
基
盤
の
強
化
を
図
っ
た
。

 

 ○
 
条
例
の
施
行
と
と
も
に
ス
タ
ー
ト
し
た
「
が
ん
ば
る
中
小
企
業
応
援
事
業
」
等
に
よ
り
、
製
品
の
開
発

や
事
業
の
多
角
化
を
後
押
し
し
た
ほ
か
、
県
産
品
の
販
路
拡
大
に
向
け
て
商
談
会
へ
の
出
展
支
援
や
マ
ッ

チ
ン
グ
機
会
を
提
供
す
る
こ
と
に
よ
り
、
新
た
な
市
場
開
拓
に
取
り
組
む
企
業
が
現
れ
て
き
て
い
る
。

 

 ○
 
平
成
２
６
年
度
は
、
平
成
２
７
年
１
月
の
有
効
求
人
倍
率
が
２
３
年
２
ヶ
月
ぶ
り
に
１
倍
を
超
え
た
ほ

か
、
企
業
倒
産
数
も
平
成
の
年
代
で
最
少
と
な
っ
た
。
景
気
回
復
の
基
調
に
あ
る
中
、
条
例
関
連
施
策
を

積
極
的
に
展
開
す
る
こ
と
で
、
県
内
経
済
の
回
復
を
後
押
し
し
た
。

 

○
平
成
２
７
年
４
月
有
効
求
人
倍
率

(季
節
調
整
値

) 
：
１
．
０
０
倍

 

○
平
成
２
６
年
度
倒
産
件
数
：
５
３
件
（
平
成
２
５
年
度
：
６
３
件
）
 
※
平
成
の
年
代
で
最
少
件
数

 

○
平
成
２
６
年
度
廃
業
率
：
３
．
１
％
（
平
成
２
５
年
度
：
３
．
８
％
）
 
※
全
国
３
．
７
％

 

 【
課

 
題

】
 

○
 
広
報
活
動
や
中
小
企
業
月
間
、
中
小
企
業
振
興
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
企
業
訪
問
等
に
よ
る
条
例
や
関

連
施
策
の
普
及
啓
発
に
努
め
た
が
、
さ
ら
な
る
認
知
度
の
向
上
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
。

 

 

      

 ○
 

中
小

企
業

の
経

営
基
盤

の
強

化
や
起

業
の

促
進
に

引
き

続
き
取

り
組

む
と
と

も
に

、
競
争

力
の

強

化
に

向
け

て
輸

送
機

産
業

や
医

療
福

祉
関

連
産

業
な

ど
の

成
長

分
野

へ
の

参
入

を
後

押
し

す
る

ほ

か
、
秋
田
の
将
来
を
担
う
人
材
の
育
成
及
び
確
保
を
図
っ
て
い
く
。

 

 【
条

例
・

関
連

施
策

の
普
及

啓
発

】
 

○
 

中
小

企
業

振
興

委
員
会

の
意

見
等
を

踏
ま

え
、
広

報
媒

体
や
中

小
企

業
月
間

、
中

小
企
業

振
興

コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
に

よ
る
条

例
や

関
連
施

策
の

普
及
啓

発
に

努
め
る

と
と

も
に
、

中
小

企
業
の

技
術

力
等
を
広
く
知
っ
て
も
ら
う
た
め
、
「
産
業
フ
ェ
ア

(仮
称

)」
の
開
催
を
検
討
し
て
い
く
。

 

 【
条

例
関

連
施

策
の

主
な
新

規
・

拡
充
事

業
等

】
 

《
基
本
的
施
策
１
 
経
営
基
盤
の
強
化
》
 

○
【

拡
】

事
業

承
継

推
進

事
業

（
専

門
相

談
員

に
よ

る
き

め
細

や
か

な
相

談
対

応
、

後
継

者
育

成
塾

の
開
催
等
）

 

《
基
本
的
施
策
２
 
新
た
な
市
場
開
拓
等
》
 

○
【
新
】
秋
田
の
食
海
外
販
路
開
拓
支
援
事
業
（
台
湾
等
で
の
商
談
会
開
催
等
に
よ
る
販
路
開
拓
を

 

支
援
）

 

《
基
本
的
施
策
３
 
企
業
競
争
力
の
強
化
》
 

○
【
新
】
航

空
機
産
業
強
化
支
援
事
業
（
品
質
ﾏ
ﾈ
ｼ
ﾞ
ﾒ
ﾝ
ﾄ
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
規
格
や
特
殊
工
程
作
業
に
対
す
る
国
際

的
な
認
証
取
得
を
支
援
）

 

 
○
【
新
】
自
動
車
産
業
強
化
支
援
事
業
（
品
質
ﾏ
ﾈ
ｼ
ﾞ
ﾒ
ﾝ
ﾄ
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
規
格
の
国
際
的
な
認
証
取
得
を
支
援
）

 

 
○

【
新

】
医

療
福

祉
関
連

産
業

成
長
促

進
事

業
（
大

学
等

と
共
同

で
取

り
組
む

医
療

福
祉
関

連
製

品

の
開
発
等
を
支
援
）

 

 
○
【
新
】
情
報
関
連
産
業
競
争
力
強
化
事
業
（
自
社
独
自
の
情
報
関
連
商
品
の
開
発
等
を
支
援
）

 

○
【
新
】
民
間
観
光
宿
泊
施
設
魅
力
向
上
支
援
事
業
（
民
間
宿
泊
施
設
の
改
修
等
の
取
組
を
支
援
）

 

《
基
本
的
施
策
４
 
新
た
な
事
業
の
創
出
》
 

○
【

新
】

第
２

期
新

エ
ネ

ル
ギ

ー
産

業
戦

略
策

定
事

業
（

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

導
入

拡
大

を
関

連
産

業
の

振
興

や
雇

用
の

拡
大

に
結

び
つ

け
る
た
め
の
戦
略
の
策
定
）

 

○
【
拡
】
あ
き
た
起
業
促
進
事
業
（
起
業
塾
受
講
者
へ
の
サ
ポ
ー
ト
や
起
業
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催
等
）

 

《
基
本
的
施
策
５
 
地
域
の
特
性
に
応
じ
た
事
業
活
動
の
促
進
》
 

○
【
継
】
提
案
型
地
域
産
業
パ
ワ
ー
ア
ッ
プ
事
業
（
地
域
資
源
を
活
用
し
た
新
た
な
地
域
産
業
の
創

 

出
等
を
図
る
取
組
を
支
援
）

 

《
基
本
的
施
策
６
 
人
材
の
育
成
及
び
確
保
》
 

○
【
新

】
あ

き
た
女

性
の

活
躍
推

進
事

業
（
あ

き
た

女
性
の

活
躍

推
進
会

議
の

設
置
、

女
性

を
対
象

と
し
た
リ
ー
ダ
ー
研
修
会
等
の
開
催
）

 

○
【
新
】
航

空
機
産
業
等
技
術
者
育
成
事
業
（
航
空
機
産
業
等
の
機
械
設
計
・
加
工
技
術
者
の
育
成
）
 

○
【
新
】
若
者
職
場
定
着
支
援
事
業
（
若
者
の
職
場
定
着
に
取
り
組
む
企
業
を
支
援
）

 

○
【
拡
】
学
卒
者
県
内
就
職
促
進
事
業
（
就
職
説
明
会
の
開
催
、
就
職
情
報
サ
イ
ト
で
の
情
報
発
信

 

等
）

 

 

平
成

２
６

年
度

の
取

組
総

括
 

平
成

２
７

年
度

に
向

け
た

取
組

 

【
参

考
】

中
小

企
業

振
興
委

員
会

で
の
評

価
・

意
見
 

《
評
価
》
 

○
 
条
例
は
関
係
機
関
の
役
割
が
わ
か
り
や
す
く
ま
と
め
ら
れ
、
条
例
の
制
定
は
中
小
企
業
 

に
対
す
る
支
援
活
動
の
追
い
風
に
な
っ
て
い
る
。
 

○
 
条
例
を
バ
ッ
ク
グ
ラ
ウ
ン
ド
に
県
と
支
援
機
関
が
一
体
と
な
っ
て
中
小
企
業
を
支
援
し
 

て
お
り
心
強
い
。
 

 《
意
見
》
 

○
 
条
例
の
さ
ら
な
る
普
及
啓
発
が
必
要
で
あ
る
。
条
例
や
関
連
施
策
を
一
般
県
民
や
小
規
 

模
事

業
者

に
も

わ
か

り
や

す
く

、
伝

わ
り

や
す

い
方

法
で

情
報

提
供

し
て

も
ら

い
た

い
。

○
 
関
連
施
策
の
取
組
の
成
果
を
目
に
見
え
る
形
に
し
て
も
ら
い
た
い
。
 

○
 
県
内
中
小
企
業
の
受
注
機
会
を
拡
大
し
て
ほ
し
い
。
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「植物工場による先端アグリビジネスシステム推進事業」の検証について 

 

地域産業振興課 

 

 

 平成２４年から３カ年実施した「植物工場による先端アグリビジネスシステム推進事業」

について、成果と課題を検証するとともに、今後の取組の方向を明らかにする。 

 

１ 背景と目的 

  ＴＤＫ（株）の製造拠点の再編に伴う、離職者や空き工場の発生、関連企業の受注減

を受け、新たな雇用創出と地域産業の育成が喫緊の課題となっていた。 

そのため、本県で蓄積されたものづくり技術や農業栽培技術に関する知見を活用でき、

今後の成長が見込まれる分野のひとつとして、空き工場の再利用と再生可能エネルギー

の活用による省エネルギー型の植物工場ビジネスに着目し、ビジネスモデルの実証を通

じ、当該分野への参入を目指す県内企業を側面から支援することとした。 

  

２ 実施体制 

  県内企業で構成するあきた植物工場実証コンソーシアム 

   ・株式会社フィデア総合研究所（代表）：事業統括、マーケティング 

   ・ＴＤＫ株式会社：エネルギーシステム技術 

   ・横手精工株式会社：植物工場栽培実証 

   ・支援機関＝秋田県立大学、農業試験場（栽培技術など農業分野の知見） 

産業技術センター（エネルギーシステムなど産業技術の知見） 

   ・オブザーバー＝株式会社板垣工業、株式会社ビック、三浦電子株式会社、 

むつみ工業株式会社、株式会社栄田、東北経済産業局 

 

３ 実施内容 

① 栽培管理システムの開発 

 ・既存工場を転用することで、建屋・土地を利用してイニシャルコストを抑制 

 ・電子部品や新エネルギー関連の製造技術や生産管理技術を活用 

 ・ＬＥＤや省エネ蛍光灯の利用による消費電力の低減や、センサーや自動制御等の

ＩＴ技術や再生可能エネルギーの活用による省エネルギー化 

②栽培技術の確立 

 ・秋田県立大学や農業試験場が有する水耕栽培技術や高糖度トマト、低カリウムホ

ウレンソウ等の機能性野菜の栽培技術を活用し、高付加価値で市場競争力のある

植物の生産を目指し、生育条件の検証・改善を実施 

③マーケティング調査 

 ・機能性野菜による潜在的需要を掘り起こし、植物工場にとって新しいビジネスモ
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４ 事業費

 

国補助金

(施設整備

国補助金

(雇用基金

にかほ

県補助金

 

５ 実績

  ①栽培管理

   ・

     

 

デルを提示

トの確保等

事業費 

国補助金 

施設整備) 

国補助金 

雇用基金) 

にかほ市 

県補助金 

合計 

実績 

栽培管理システムの

・栽培品目

     栽培品目

ウ及び支援機関

導に基づき

 

栽培棚 

培地 

養液供給

照明 

提示するため

確保等に向けた

２４年度

 

６６，８３５

 

３３，４１７

１００，２５２

システムの開発

栽培品目に適した実験

栽培品目に最適な

支援機関である

づき、品目別に

ｻﾗﾀﾞﾎｳﾚﾝｿｳ

（低カリウム

 多段式栽培棚

無し 

養液供給 湛液循環型水耕

ハイブリッド

（

するため、市場ニーズに

市場調査や

年度 

８３５ 

 

 

４１７ 

２５２ 

開発 

実験プラントの

な生育環境を

である秋田県立大学

に仕様の異

ｻﾗﾀﾞﾎｳﾚﾝｿｳ、ﾛﾒｲﾝﾚﾀｽ

カリウム葉菜

多段式栽培棚 

 

湛液循環型水耕 

ハイブリッド蛍光管

（5,000lux）

ニーズに合わせた

や販路開拓を

２５年度 

１４，３５９

５，０００

８，９９１

２８，３５０

プラントの設計・設置

を実現させるため

秋田県立大学、農業試験場

異なった栽培実験

ﾛﾒｲﾝﾚﾀｽ 

葉菜） 

高設栽培棚

ヤシがら

 点滴型

蛍光管 

） 

パネル

（

わせた機能性の

を実施 

 ２６

 

３５９ １７

０００ 

９９１ ２

３５０ １９

設置 

させるため、横手精工

農業試験場、

栽培実験プラントを

イチゴ 

高設栽培棚 

ヤシがら 

点滴型 

パネル型ＬＥＤ

（25,000lux

の付与、価格設定

２６年度 

１７，３２４

２，０００

１９，３２４

横手精工（株

、産業技術センターの

プラントを共同設計

 

低段密植型栽培棚

無し

薄膜水耕

ＬＥＤ 

25,000lux） 

直管型

価格設定、流通

 

（単位：

合計

 ６６，

３２４ ３１，

 ５，

０００ ４４，

３２４ １４７，

株）が有するノウハ

センターの助言

共同設計し、設置

トマト

低段密植型栽培棚

無し 

薄膜水耕 

直管型ＬＥＤ

（50,000lux

流通ルー

：千円） 

合計 

，８３５ 

，６８３ 

，０００ 

，４０８ 

，９２６ 

するノウハ

助言・指

設置した。 

トマト 

低段密植型栽培棚 

ＬＥＤ 

50,000lux） 

7



   ・ＩＴを活用した省エネルギー化の実現 

３系統の太陽光発電、蓄電池、系統電力をＩＴ技術による制御により、系統電

力の使用を押さえつつ必要な電力を確保し、省エネルギーを達成できるシステム

を開発・導入し、安定稼働を確認した。このシステムは、太陽光以外の電源（例

えば、風力や小水力などの再生可能エネルギー）からの複合的な給電にも同時対

応できる柔軟性・拡張性を備えている。 

   ・ＩＴを活用した遠隔監視システムの構築 

栽培の現場にＷｅｂカメラと温度、湿度、ＣＯ２、養液ｐＨ、使用電力量を計

測するセンサーを設置し、管理用パソコンで栽培環境を遠隔監視・把握できる体

制を整えた。 

 

  ②栽培技術の確立 

   ・低カリウム葉菜【機能性野菜】 ～ 量産化に成功 

      低カリウム化については、秋田県立大学の特許技術による実証栽培に取り組

み、平成25年度に確認することができた。      

（H25.11測定） ｻﾗﾀﾞﾎｳﾚﾝｿｳ ﾛﾒｲﾝﾚﾀｽ 

低カリウム度 

100g生重換算mg 

標準区 低カリ区 低カリ比 標準区 低カリ区 低カリ比 

631.3 197.1 0.31 313 116.5 0.37 

      また、生育環境の温度条件の検証や、調整作業（変色や傷ものの除去）の標

準化などにより収量の改善が図られている。 

 ｻﾗﾀﾞﾎｳﾚﾝｿｳ ﾛﾒｲﾝﾚﾀｽ 

月間良品重量 歩留率 月間良品重量 歩留率 

H25. 4 8.0㎏ 44.4％ 29.3㎏ 77.7％ 

H26.12 19.8㎏ 86.8％ 48.3㎏ 81.5％ 

改善幅 ＋11.8㎏ ＋42.4％ ＋19.0㎏ ＋3.8％ 

   ・高糖度トマト、イチゴ【高付加価値】 ～ 栽培に成功 

      扇風機の風を利用することで授粉が可能になり、開花・結実・着色のサイク

ルを継続できることが確認できた。養液の電気伝導度を調整するなどして、

徐々に改善が図られてきているが、さらなる栽培条件の確認、把握が必要であ

る。 

 

  ③マーケティング調査 

   ・市場調査 

     植物工場における野菜栽培において、高付加価値を訴求できる品目として有望

である機能性野菜について、栽培品目と販売ターゲットを組み合わせてマーケテ

ィング調査を実施した。 
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 総合 

病院 

介護 

施設 

個人病院 

人工透析 

食事提供 

委託会社 

高級 

ホテル 

高級 

スーパー 

食品 

メーカー 

業務用 

卸売会社 

低カリ 

野菜 
○ ○ ▲ ○ － － × ○ 

高糖度 

トマト 
○ ○ － ○ ○ ○ × ○ 

イチゴ 

 
○ ○ － ○ ○ ○ ▲ ○ 

ハーブ類 

 
－ － － － ○ ○ ▲ ▲ 

○：可能性有り ▲：可能性薄 ×：可能性無し －：不明 

   ・テストマーケティング 

     社食、レストランに無償提供によるモニタリングを行い、アンケートやヒアリ

ングを実施した。 

試験出荷先 出荷状況 

ＴＤＫ株式会社 

出荷ペース 毎週 火・水・木曜日 

活用状況 工場内の社員食堂にて主にサラダバー

として使用 

秋田キャッスルホテル 

出荷ペース 毎週 月・木曜日 

活用状況 ホテル１階 ダイニング＆カフェキャ

ッスルハウスにて使用 

株式会社魚国総本社 
出荷ペース H25.9～H25.12（月２回実施） 

活用状況 北都銀行の社員食堂にて使用 

     【感想・意見】 

・土耕の葉物野菜よりもくせがなく食べやすい。 

・ほうれん草は生でも食べられるということだが、加熱しても美味しかった 

      ・通常の葉物野菜よりもはるかに日持ちがする。 

      ・濡れ布巾で包んで冷蔵庫に入れたところ、２週間経過しても鮮度が保たれ

ており、食べてみても食感が失われずにシャキシャキしていた。 

      ・これほど長期間鮮度が保てるのであれば在庫管理において食材ロスを減ら

すことができるので外食産業に向いている。 

 

 

  《その他の実績》 

※海外輸出 

     中国の空き工場に実証を通じて開発された技術を取り入れた植物工場システム

を輸出。今後も規模拡大の計画を有している。 

9



   ※県内企業参入支援 

・県内企業視察受け入れ ４８社 （県外企業及び行政機関含み１０２社、団体） 

・参入事例 

① 株式会社りょうめい秋田／スクールファーム河辺 

      旧赤平小学校の空き校舎を活用した障がい者就労支援事業所として、平成25

年3月に施設を整備した。 

     ②株式会社板垣工業（コンソーシアムオブザーバー企業） 

      空き工場だった三森工場をリニューアルし、平成25年10月に植物工場事業

を開始している。 

     ③三浦電子株式会社（コンソーシアムオブザーバー企業） 

      国の補助金を受け、「水耕栽培における防菌・防藻装置の開発及び高濃度トマ

トの栽培技術の確立」に取り組む。 

 

６ 課題 

  ○システム 

   ・単収増加・生産性向上のための改善と生産能力の増強 

   ・太陽光発電以外の再生可能エネルギーのベストミックス 

  ○栽培技術 

   ・好適条件の異なる品種の混合栽培の最適化 

   ・イチゴ・トマトの人工光による安定生産条件の確立 

  ○販路開拓 

   ・腎疾患患者への効果の検証 

・モニターの確保（腎疾患患者、医師、栄養士による低カリウム野菜の認知不足） 

       

７ 今後の方向 

・栽培実証の自主的継続 

・県内企業、農業関係者、大学、公設試等による次世代農業機器研究会の設立 

→ ①実証成果の情報共有 

   栽培管理システムの開発成果、得られた栽培ノウハウ、マーケティング 

調査結果 

②施設の活用 

   栽培管理システムの改良、新たな機器の開発・実証 

新たな品目の栽培実証 
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                      公 営 企 業 課

１　電気事業会計
　収益総額は４，０２３，５２４千円となり、前年度に比べ５０５，５８１千円の
増となっている。これは、会計制度移行に伴う退職給付引当金の取り崩しなど特別
利益を計上したことによる。
　費用総額は３，２４９，４５４千円となり、前年度に比べ２６５，１９８千円の
増となっている。これは、旧横手発電事務所の減損損失を計上したことなどによる。
　この結果、収支差は７７４，０７０千円であり、消費税を除いた当期純損益は、
７２３，１９３千円の黒字となっている。

２　工業用水道事業会計
　収益総額は１，００９，９４８千円となり、前年度に比べ８６，３４０千円の増
となっている。これは、補助金などにより取得した資産の償却制度の改正に伴う長
期前受金戻入を計上したことなどによる。
　費用総額は８２５，８１７千円となり、前年度に比べ１０８，０５１千円の増と
なっている。これは、電気料金の値上げにより費用が増となったことなどによる。
　この結果、収支差は１８４，１３１千円であり、消費税を除いた当期純損益は、
１４１，０７７千円の黒字となっている。

電気事業会計 工業用水道事業会計 合　　　計

収　益　総　額 4,023,524 1,009,948 5,033,472

費　用　総　額 3,249,454 825,817 4,075,271

収　　支　　差 774,070 184,131 958,201

純　　損　　益 723,193 141,077 864,270

※　純損益は消費税抜き

（参考）

収　益　総　額 3,517,943 923,608 4,441,551

費　用　総　額 2,984,256 717,766 3,702,022

収　　支　　差 533,687 205,842 739,529

純　　損　　益 498,617 175,654 674,271

収　益　総　額 505,581 86,340 591,921

費　用　総　額 265,198 108,051 373,249

収　　支　　差 240,383 △ 21,711 218,672

純　　損　　益 224,576 △ 34,577 189,999

平成２６年度公営企業の決算（営業収支）概況について

(単位：千円)

平
成
26
年
度

平
成
25
年
度

増
減
額
H26
｜
H25

(単位：千円)
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